
                                        （様式２） 
令和 5 年度佐賀⼤学研究者国際交流⽀援事業報告書 

令和６年 2 ⽉ 19 ⽇ 

国際交流推進センター⻑ 殿 

 

事業責任者（申請者）  

所   属  経済学部                 

職   名  教授                 

⽒   名  早川 智津⼦                

 

下記のとおり令和 5 年度佐賀⼤学研究者国際交流⽀援事業の実施結果について報告します。 

1.国際研究集会名 「外国⼈政策の⽇⽶⽐較法シンポジウム」 

2.事業責任者 

（申請者） 

 早川 智津⼦ 3.所属・職名 経済学部 教授 

4.開催期間  令和  ５年 １２⽉ １９ ⽇  

5.申請区分 C）⼀般 

6.参加者数 

※参加者名簿（別添）

を添付 

参加者数 １１１名 

内、外国⼈数   ４名、研究者数  ４名、 

学部学⽣数 １０３名、修⼠以上学⽣数  ４名 

7.招待講師 所 属  （アメリカ）ロヨラ⼤学ロースクール     

職 名   教授               

⽒ 名   楠⽥ 弘⼦            

8.⽀出額 ⾦ 額            76,700 円 

【内訳】 

 謝⾦          55,500円 

 旅費          21,200円 

 消耗品費              0円 

9.国際研究集会の内容（実施の様⼦について、2〜３枚程度写真をご提供ください） 

（相⼿国・地域︓アメリカ 相⼿機関︓ロヨラ⼤学ロースクール              ） 

本件交流は、アメリカルイジアナ州の弁護⼠であり、ロースクール（法科⼤学院）で教鞭をとってい

る研究者であるロヨラ⼤学ロースクールの楠⽥弘⼦教授を招き、コロナ期・ポストコロナの移⺠の弁護

活動の動向を講演いただくとともに、⽇本の外国⼈労働政策の動向につき、⽇本法の判例を早川から説

明する⽐較法シンポジウムである。 



 

 

まず、第１部アメリカ法において楠⽥教授より、「バイデン政権が直⾯する難⺠・移⺠問題とその対応」

をテーマに、バイデン政権下での移⺠・難⺠保護政策の進展とともに、テキサス州の国境の壁（国境上の

川に通過が困難な防御網を張りめぐらす）問題をめぐる連邦最⾼裁判決（US v. State of Texas）の内容

について説明を受けた。 

続いて、第２部⽇本法報告として早川より、⽇本の外国⼈労働政策の動向について講演を⾏い、⽇本判

決の紹介として、外国⼈の基本的⼈権について判断したマクリーン事件最⾼裁判決について説明した。 

併せて、ワークショップ《⽇⽶の法⽂献を調査し読んでみよう》上⽥茂⻫トムソン・ロイター株式会社

カスタマーコンサルティングシニアマネージャーより、講演中に紹介された⽇⽶判例の検索を実演いた

だき、参加者も判例検索を⾏った。 

なお、講演に関係し、前⽇ 12 ⽉ 18 ⽇に研究打合せを⾏い、19 ⽇当⽇の２限において、講演のプレ報

告として、１年⽣対象に楠⽥⽒のアメリカでの弁護活動を含むスピーチをしていただいた。 

 



10.事業実施による成果・今後の事業の発展等 

本交流を通じて、参加する研究者や学⽣が⽇⽶法の⽐較法的考察をする機会を得ることができた。 

【若⼿研究者育成への貢献・実現可能性】 

トムソン・ロイター（株）にトライアルの提供を依頼し、同時開催の⽇⽶判例検索のワークショップで

データベース活⽤の実演を⾏い、参加者である学⽣に体験してもらうことができた。 

【将来発展可能性】 

総じて本交流は、招聘者の⽇本の⼤学を卒業後のアメリカ渡航、難関ロースクール⼊学・修了、ルイジ

アナ州司法試験合格、アメリカでの弁護活動、ロースクール教授という経歴をもつ招聘者をロールモデル

として学⽣に⽰すことで、学⽣の留学に対する熱意を掘り起こし、留学を促進する将来発展可能性があ

る。 

 

11．実施者アンケート 

本事業の満⾜度（5（⾮常に良い））︓ 

⽀援経費は適切であったか（5（⾮常に適切であった））︓ 

次年度以降も本事業の実施を希望するか︓希望する 

そのほかコメント︓ 

 

※欄内に収まらない場合、適宜、⾏を追加し、ページを増やしていただいても構いません。 

※写真は学内外へ発信する広報に活⽤するため、映っている⽅々からの使⽤許諾済みのものをお送りくださ

い。また、写真データ（jpg または png）の送付をお願いいたします。(Word 貼付けとは別に) 

 


